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特別調査 結果の概要 

－市内企業の新分野事業への取り組みについて－ 

 

特別調査回収数３６６社 （回収率：３９．２％） 

 市内本社企業 市外本社企業 

 大企業 中堅企業 中小企業  
合 計 

製造業 
１５ 

（４１） 

２４ 

（５０） 

１２３ 

（２６１） 

１４ 

（６０） 

１７６ 

（４１２） 

非製造業 
３１ 

（６２） 

８５ 

(１９０） 

５０ 

（１６７） 

２４ 

（１０２） 

１９０ 

（５２２） 

合 計 
４６ 

（１０３） 

１０９ 

（２４０） 

１７３ 

（４２８） 

３８ 

（１６２） 

３６６ 

（９３３） 

 注 下段の（ ）内は発送企業数 

  

１ 新分野事業への取り組み状況について 

全産業の新分野事業への取り組み状況（回答企業360 社）をみると（図１），26.9％の企業が「過去５年

間に始め，現在行っている」と回答し，11.7％の企業が「将来取り組みたいと考えている」と回答してい

る。一方，24.4％の企業が「取り組む予定はない」とし， 36.9％の企業が「現在のところ未定である」と

している。 

業種別でも，全産業とほぼ同様の構成割合となっている。個別業種でみると，製造業では電機・精密等

の41.3％の企業が，非製造業では小売業の38.9％の企業が「過去５年間に始め，現在行っている」と回答

し，他業種に比べ積極的に新分野に取り組んでいる姿勢がうかがえる。一方，製造業のその他製造業では，

「取り組む予定はない」が57.1％と他業種に比べ高くなっている。  

   

図１ 新分野事業への取り組み状況について（全産業，業種別，個別業種） 

               業種別               個別業種     

 

規模別では（図２），大企業で「過去５年間に始め，現在行っている」と回答した割合が高く，他の規模

に比べ新分野に進出していることがうかがえる。また，「取り組む予定はない」と回答した割合も少ない。

ただし，「現在のところ未定である」は 45.7％と他の規模の企業に比べ多くなっている。他の規模の企業
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は，全産業と同様の構成割合となっている。 

 

図２ 新分野事業への取り組み状況について（規模別） 

  

 

２ 取り組み体制について 

1 で「過去５年間に始め，現在行っている」と回答した企業と，「将来取り組みたいと考えている」と回

答した企業の新分野事業の取り組み（予定）体制についてみると（図３），全産業の 59.5％の企業（回答

企業126社）が「新しい部（または課）を設立した（する）」としており，半数以上の企業が新しい体制で

新分野に進出していることがうかがえる。また，「新しい部（または課）を設立した（する）」の回答割合

より少ないが，「新しい法人を設立した（する）」企業も23.6％（回答企業110 社）に上る。さらに，35.0％

の企業（回答企業123社）が人員を増加（予定と）している。 

業種別では，「新しい部（または課）を設立した（する）」と回答した企業割合が製造業と非製造業との

間で差がみられ，非製造業で70.8％と高くなっているのが特徴的である。 

 

図３ 取り組み体制について（全産業，業種別） 

  注 ① 質問は「設立した（する）」，「設立していない（しない）」の二者択一。図には「設立した（する）」と 

      回答した企業の割合を示している。 

    ② 質問は「人員増」，「既存の人員」の二者択一。図には「人員増」と回答した企業の割合を示している。 
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規模別では（図４），「新しい部（または課）を設立した（する）」と回答した企業は市外本社企業以外で

50％を超えており，特に大企業が 82.4％と高くなっている。また，「新しい法人を設立した（する）」と，

人員を増加（予定と）していると回答した企業割合も大企業で高くなっており，大企業では他の規模の企

業に比べ新しい体制で新分野に進出していることがうかがえる。 

 

図４ 取り組み体制について（規模別） 

 

新分野事業への取り組みに関する外部委託（アウトソーシング）（回答企業104社）については（図５），

29.8％の企業が実施（予定と）している。したがって，約７割は外部委託ではなく自社内で新分野に取り

組んでいる（取り組もうとしている）ことがうかがえる。 

業種別では大きな違いはないが，規模別では，大企業と中小企業の回答割合が中堅企業，市外本社企業

に比べて高い。 

 

図５ 外部委託実施割合 

                  業種別                   規模別                   

  注  質問は「委託した（する）」，「していない（しない）」の二者択一。図には「委託した（する）」と回答し 

     た企業の割合を示している。 
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３ 取り組む理由について 

 新分野事業に取り組む理由（回答企業138社，複数回答）を全産業でみると（図６），「成長，利益が見

込める」，「本業の技術力，専門力を活かせる」，「本業のプラスになる」という理由がそれぞれ50％を超え

ている。一方，26.1％の企業が「本業の成長が見込まれない」からとしている。 

業種別にみても，全産業同様に，「成長，利益が見込める」，「本業の技術力，専門力を活かせる」，「本業

のプラスになる」の３つの回答割合が多くなっている。ただし，製造業の方が非製造業に比べ，「本業の技

術力，専門力を活かせる」「本業の成長が見込まれない」を取り組む理由とした割合が高くなっている。 

図６ 取り組み理由について（全産業，業種別）（複数回答） 

規模別に見ると（図７），大企業，市外本社企業で「成長，利益が見込める」の回答割合が70％を超え，

最も多い理由となっている。それに対し，中堅企業，中小企業では，「本業の技術力，専門力を活かせる」

と「本業のプラスになる」の回答割合が多くなっている。「本業の成長が見込まれない」理由による取り組

みについては，中小企業で高くなっているのが目立つ。 

 

図７ 取り組み理由について（規模別）（複数回答） 
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４ 新分野事業に取り組む際の問題点，または現在取り組めない（取り組まない）理由 

 全産業の新分野事業に取り組む際の問題点，または現在取り組めない（取り組まない）理由（回答企業

319 社，複数回答）をみると（図８），「人材が足りない」が42.3％と最も多く，次いで「リスクが大きい

（37.3％）」，「技術力・専門力が足りない（35.4％）」，「資金力がない（32.0％）」の順で続いている。 

業種別でみても，「人材が足りない」，「リスクが大きい」，「技術力・専門力が足りない」，「資金力がな

い」が上位にきており，いずれの項目についても製造業の方が高い割合となっている。 

 

図８ 取り組む際の問題点，または取り組めない（取り組まない）理由（全産業，業種別）（複数回答） 

 

 

規模別にみると（図９），大企業，市外本社企業が中堅企業，中小企業に比べ「時期尚早」，「リスクが大

きい」と回答する企業割合が多い。一方，中小企業，中堅企業は，大企業，市外本社企業に比べ「人材が

足りない」，「技術力・専門力が足りない」，「資金力がない」と回答する企業割合が多い。特に，中小企業

は「資金力がない」が47.4％と最も多い理由となっている。以上から，大企業，市外本社企業が新分野事

業の不確実性を問題点にしているのに対し，中小企業，中堅企業では資源的な制約を問題としていること

がうかがえる。その他の特徴としては，大企業，市外本社企業が中堅企業，中小企業に比べ「規制・参入

障壁」と回答する企業割合が高く，中堅企業が他の規模の企業と比べて「取り組む意思がない」と回答し

た企業割合が高くなっている。また，中小企業，中堅企業だけが「経営・技術等の相談窓口がない」こと

を問題としてあげている。 
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図９ 取り組む際の問題点，または取り組めない（取り組まない）理由（規模別）（複数回答） 

  

  

取り組み状況別にみると（図10），「過去5年間に始め，現在行っている」と回答した企業は「人材が足

りない」が 50％と最も多く，次いで「リスクが大きい」点を上げている。「将来取り組みたいと考えてい

る」とした企業は，「人材が足りない」が 58.3％と最も多く，次いで「技術力・専門力が足りない」点を

上げている。また他の状況に比べて，「新分野に関する情報がない」点，「経営・技術等の相談窓口がない」

点を問題にしている。「現在のところ未定」とした企業については，「リスクが大きい」が最も多くなって

いる。また他の状況に比べて，「時期尚早」が多くなっている。「取り組む予定はない」とした企業は，「取

り組む意思がない」が57.0％と最も多くなっている。 

 

図10 取り組む際の問題点，または取り組めない（取り組まない）理由（取り組み状況別）（複数回答） 
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５ 取り組んでいる（取り組みたい）分野 

１で「過去５年間に始め，現在行っている」と回答した企業と，「将来取り組みたいと考えている」と回

答した企業の進出（予定）分野（回答企業 134 社，複数回答）についてみると（図 11），全産業では「医

療・福祉」（26.9％）が最も多く，次いで「情報通信」（26.1％）が続いており，高齢化や情報化を視野に

入れ，新分野に進出している（しようとしている）ことがうかがえる。一方，「海洋」（1.5％），「航空宇宙」

(2.2％)の各分野への進出割合は少ない。 

 

図 11 取り組んでいる（取り組みたい）分野（全産業）（複数回答） 

 

注 上記分野は，平成 9年 5月に閣議決定された「経済構造の変革と創造のための行動計画」に基づく新たな雇用機会の創

出が期待できる新規・成長１５分野である 

 業種別にみると（図12），製造業は「新製造業技術」（32.8％）が最も多く，次いで，「医療・福祉」（25.0％）

となっている。非製造業では，「情報通信」（30.0％）が最も多く，次いで「医療・福祉」（28.6％）となっ

ている。 

図12 取り組んでいる（取り組みたい）分野（業種別）（複数回答） 
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規模別では（図 13），大企業，中堅企業は「情報通信」，「その他」の割合が多くなっている。中小企業

は，「医療・福祉」，「新製造業技術」，市外本社企業は「バイオテクノロジー」が多くなっている。 

 

図 13 取り組んでいる（取り組みたい）分野（規模別）（複数回答） 

 

 

 取り組み状況別にみると（図 14），「過去５年間に始め，現在行っている」と回答した企業では，「情報

通信」（28.0％）が最も多く，次いで「医療･福祉」（24.7％）となっている。次に，「将来取り組みたいと

考えている」と回答した企業については，「医療･福祉」（34.2％）が最も多く，「情報通信」（23.7％），「新

製造技術」（23.7％），「環境」（21.1％）と続いている。そのうち，「医療･福祉」，「新製造技術」，「環境」

の回答割合が「過去５年間に始め，現在行っている」と回答した企業に比べ多くなっている。  

 

図 14 取り組んでいる（取り組みたい）分野（取り組み状況別）（複数回答） 

 

 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

医
療

・
福
祉

生
活
文
化

情
報
通
信

新
製
造
技
術

流
通
物
流

環
境

ビ
ジ
ネ

ス
支
援

海
洋

バ
イ
オ
テ
ク

ノ
ロ
ジ
ー

都
市
環
境
整
備

航
空
宇
宙

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

人
材

国
際
化

住
宅

そ
の
他

％

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

28.0

17.2
14.0 15.1

10.8

4.3 3.2

10.8 9.7

34.2

23.7
21.1

5.3
2.6

10.5

5.3
7.9

23.724.7

7.5 8.6

1.1
3.2

20.4
23.7

7.9

13.2

2.6
5.3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

医
療

・
福
祉

生
活
文
化

情
報
通
信

新
製
造
技
術

流
通
物
流

環
境

ビ
ジ
ネ

ス
支
援

海
洋

バ
イ
オ
テ
ク

ノ
ロ
ジ
ー

都
市
環
境
整
備

航
空
宇
宙

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

人
材

国
際
化

住
宅

そ
の
他

％

過去５年間に始
め，現在行なって
いる
将来取組みたいと
考えている



 -9-

＜参考＞ 今後成長すると思われる分野 

今後成長すると思われる分野（回答企業304社，複数回答）を全産業でみると（図15），「医療・福祉」

が83.9％と最も多く，次いで「情報通信」が82.8％と続いており，前節と同じ分野が上位にきている。ま

た，前節同様「海洋」（1.3％），「航空宇宙」(3.3％)，「国際化」(2.3％)の各分野は回答割合が少ない。一

方，前節で進出割合がそれほど多くなかった「環境」（47.7％），「バイオテクノロジー」（40.8％），「省エ

ネルギー」（36.2％），「流通物流」（34.2％）の各分野は成長が期待されていることがうかがえる。 

 

図 15 今後成長すると思われる分野（全産業）（複数回答） 
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